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評価調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国名：インドネシア 案件名：グヌン・ハリムン-サラク国立公園

管理計画 

分野：環境（自然環境） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：地球環境部 森林・自然環境保全

第一チーム 

協力金額（評価時点）：3.6 億円 

先方関係機関： 

林業省森林・自然保護総局、林業省自然保全

情報センター 

日本側協力機関：環境省 

協力期間 2004 年 2 月 1 日～2009 年 1 月 31

日 

(R/D 締結日)：2003 年 12 月 29 日 

 

他の関連協力：個別専門家 

１－１ 協力の背景と概要 

 

インドネシア国（以下「イ」国）は高温多湿の熱帯性気候地帯にあり、世界有数の生物多様

性の高い国として知られている。しかし、急速な人口増加や産業発展による土地需要の増加で

熱帯林の伐採等、森林面積が減少し、自然環境の破壊と生物種の減少が懸念された。このため、

「イ」国政府は 1991 年に「インドネシア生物多様性行動計画」（BAPI）を制定し、生物多様性

の保全を推進することとした。  

こうした状況下、1992 年に日米政府は「日米グローバルパートナーシップアクションプラン」

を発表し、日米環境共同協力事業として途上国における自然資源の管理と保全のための事業を

おこなうこととなり、「イ」国が対象国に選ばれた。これを受けて「イ」国政府は同国に適した

生物多様性保全を図るために、我が国政府に技術協力プロジェクトと無償資金協力を要請した。

この要請に基づき、技術協力プロジェクト「インドネシア生物多様性保全計画」 (BCP)（フェ

ーズ I:1995 年～1998 年、フェーズ II:1998 年～2003 年、合計 8年間）と 1997 年に生物多様性

保全に有用な施設整備などの無償資金協力を実施した。 

 グヌン・ハリムン-サラク国立公園（以下、「GHSNP」という）管理計画プロジェクトは、この

ような背景から、2002 年「イ」国政府より、我が国に対して技術支援が要請され、2004 年 2

月からの 5 カ年計画で実施しているものであり、上記の技術協力プロジェクト及び無償資金協

力で得られた公園管理手法や生物多様性保全の技術を更に充実させるとともに、GHSNP をモデ

ルとして公園管理手法を確立させ、そこで培われた技術を他の国立公園に対してワークショッ

プや研修を通じて普及させることを目指している。 

今般、プロジェクト協力期間の中間地点にある本プロジェクトが順調に実施されているかを包括

的に検証するとともに、プロジェクト目標の達成に向けた協力期間後半の活動の方向性及び計画の

軌道修正の必要性について提言を行うことを目的として、中間評価を実施した。 

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標：インドネシアの国立公園における生物多様性の保全とその持続可能な利用が促

進される。 

 

(2) プロジェクト目標： 

1 GHSNP において生物多様性が適切に保全されるとともに、適切な自然資源利用が推進

される。 

2 GHSNP 国立公園周辺にて JICA プロジェクトにより得られた公園管理手法に必要な知

見が林業省職員や他の国立公園において共有される。 
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(3) アウトプット： 

1-1 GHSNP の管理の枠組み(management framework)が、関係者の参加の下でより強化

され、管理にかかる方針・戦略が多くのステークホルダーと共有される。  

1-2 公園管理に必要な、情報システム等が開発される。  

1-3 GHSNP の生物多様性調査が促進され、特にヒョウ、ジャワギボン、テナガザルの 3

つの希少動物が適切にモニタリング・保全される。  

1-4 地域住民参加による保全と持続的な資源利用が GHSNP のモデル地区において促進

されるとともに、その経験が紹介される。  

1-5 エコツーリズム及び環境教育の推進が強化される。  

2  GHSNP の組織及び個人の能力が強化され、本プロジェクトの成果が他の国立公園

職員や林業省職員と共有される。 

 

(4) 投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家計      延べ 3 名（99M/M) 

短期専門家計      延べ 8 名 (10M/M) 

機材供与        約 3,066 万円 

カウンターパート研修  12 名 

運営管理費       合計 約 7,833 百万 IDR (邦貨 約 1 億円） 

 

インドネシア側： 

カウンターパート及びスタッフの配置 延べ 33 名 

土地、建物、施設の運営管理費などを含めたローカルコスト負担（林業省がグヌン・ハリ

ムン-サラク国立公園に対して拠出した全体予算） 

合計約 10,181 百万 IDR (邦貨 約 1億 3千万円）     

 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 

（1）総 括： 三次 啓都 JICA 地球環境部第一グループ 

森林・自然環境保全第一チーム チーム長 

（2）環境協力： 堀内 洋 環境省 自然環境局 野生生物課  

外来生物対策室 室長補佐 

（3）計画評価： 佐々木 大吾 JICA 地球環境部第一グループ 

森林･自然環境保全第一チーム 

（4）プログラム

策定： 

宮崎 香 JICA アジア一部第一グループ 

東南アジア第一チーム ジュニア専門員 

（5）評価分析 ： 市川智子 A&M コンサルタント有限会社 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部

シニア・コンサルタント  
調査期間 2006年 11月 21日～12月 6日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1） 投入実績 

日本側投入として、長期専門家 3名（99M/M）、短期専門家累計 8名（10M/M）が派遣されており、

派遣時期、専門分野及び技術において総体的に適切であった。また、カウンターパート（C/P）研

修では、現在までに、12 名の C/P が、主に「国立公園管理政策」の研修を受けており、研修を通

して国立公園管理に対する理解とモチベーションの向上がみられた。インドネシア側投入として、

C/P の配置累計は 33 名（575M/M）であったが、その不安定な配置がプロジェクト活動の進捗に影

響を及ぼした。 
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（2） 活動実績 

PO に記載された多くの活動が開始されてはいるものの、ほとんどの活動は PO 上のスケジュー

ルと比べて進捗が遅れている状態である。いくつかの活動においては、さまざまな成果品ととも

に活動が実施されているが、全体的な活動の進捗の遅れを取り戻すだけの有効な対策については、

いまだ不十分な状況にある。しかしながら、質問票やインタビューの集計結果によると、C/P は

プロジェクトの進捗に対して高い関心を示していることから、これらの活動が継続的に実施され

ていけば、今後ある程度の達成度があると判断することができた。 

 

（3） アウトプットの達成状況 

アウトプット 1-1 国立公園管理の枠組み策定  

PDM(Ver.01)上の指標に基づくアウトプット 1-1 の成果は複数確認された。まず、ステークホル

ダーの参加については、PDM(Ver.01)上には地方自治体の参加についての記載はないが、プロジェ

クトにより各種セミナーが開催されており、複数のステークホルダーの参加が見られた。 

現在は、公園管理計画がドラフトの段階にあり、今後予定されているプロセスに沿って計画的

に策定作業が進められることにより、このアウトプットの達成が期待される。 

 

アウトプット 1-2 情報システム整備  

プロジェクトでは、活動実施チームにおいてデータ処理が施され、データリストが作成されて

おり、情報システムが一定レベルで利用可能な状況に整備されている。さらに、この情報システ

ム整備は、ゾーニング、MKK 活動、希少種保護のモニタリング、エコツーリズムなど、他のプロ

ジェクト活動分野に必要な情報を提供するものである。アウトプット 1-2 の達成状況は、現時点

では、十分なものであるといえる。 
  
 

アウトプット 1-3 希少種保護とモニタリング 

PDM(Ver.01)上の指標に基づき評価をすると、アウトプット 1-3 の達成状況を明確に検証するこ

とは困難であった。しかしながら、アウトプット達成度を示す幾つかの文書や図表が確認された。

策定済みのモニタリング方針や計画は、アウトプット達成の基盤となる枠組みであり、これらの

成果を機能的に統合することが必要である。MKK 活動では希少種保護を直接の活動にはしていな

いが、住民（MKK 活動関係者）は、自然資源の重要性を認識しており、希少種についての情報を

提供することで希少種保護についての意識は高まると思われる。以上から、総合的なプロジェク

トの活動の取組みのもと、より効果的且つ効率的に希少種保護活動が行われれば、確実にアウト

プットの達成が期待されると思料される。 

 

アウトプット 1-4 住民参加型活動支援  

PDM(Ver.01)上の指標に基づき評価をすると、例えば、MKK 地域における荒廃地の森林回復のた

めの植林活動の実績、面積、対象樹種や共同パトロールの回数（Joint Observation Activities）、

住民経済動向調査（実施数）についての成果がプロジェクトより明確に提示されており、高いア

ウトプットの達成度が確認できた。また、PO と照合しても、活動の進捗状況はほぼ予定通りであ

る。これらの理由により、他のアウトプットの達成度と比べ、アウトプット 1-4 の達成度は極め

て高いといえる。 

 

アウトプット 1-5 エコツーリズム、環境教育及び広報の強化 

PDM(Ver.01)に設定されている指標に基づき評価すると、各々のプロジェクト活動の結果により

産出された幾つかの成果を確認することができたため、アウトプット 1-5 はほぼ達成されつつあ

ると判断できる。特に、環境教育プログラムは MKK 活動地域において優先的に行われていたため、

アウトプット達成度をより明確に示す幾つかの図表や教材及び広報パンフレット等を確認でき

た。なお、環境教育プログラムの教材は、本プロジェクト前に実施された BCPI プロジェクトから

の教材を更新・活用しているものである。 
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アウトプット 2 組織及び個人の能力が強化され、本プロジェクトの成果が他の国立公園職員や

林業省職員と共有される。 

PDM(Ver.01)に設定されている指標に基づき評価をすると、指標 2.1a や指標 2.1c に対応する

実績は、本邦 C/P 研修を含む各種研修や OJT の実施である。指標 2.1b や指標 2.2a の研修モジュ

ールは現在構築中であるため、プロジェクトの中間時点ではその内容や数もしくは有用性を未だ

確認することは出来ない。部分的な成果は確認されたが、成果記録や整理されたデータが少なか

ったため、アウトプット 2 の達成度を十分に確証することは困難であった。但し、アウトプット

2 に対応する各活動は継続して実施されているため、今後の成果が期待され、指標 2.2b で評価で

きる研修結果や教訓については、他の国立公園に今後手法や知見を普及・技術移転させることが

可能であると思料される。 

 

 

（4） プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標の 1 と 2 に対応する PDM(Ver.01)上の指標に基づき評価をした場合、関連す

る文献や報告書がドラフトの段階であり、プロジェクトの中間時点ではプロジェクト目標の達成

状況を明確に評価することは困難であった。しかしながら、指標の一つである”Public 

understanding/appreciation for GHSNP and its management"について、MKK の住民、県職員、

国立公園職員、C/P からの聞き取り調査の結果より、プロジェクト活動（例えば MKK 活動)に対す

る積極性やオーナーシップの高さが確認された。加えて、3-1(3)で説明したとおり、プロジェク

ト活動の結果、アウトプットの達成に寄与する成果として、ドラフト中の計画の枠組や計画書作

成のプロセス図等が確認されており、プロジェクト終了時においてプロジェクト目標はほぼ達成

される見込みはあると思料される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 

（1） 妥当性 

プロジェクト目標は、インドネシア国のアクションプランや法制度に一致している。 

また、JICA の援助方針である国立公園管理能力の強化を含む生物多様性保全及び生態系保全と

も一致する。 

 

さらに、便益者のニーズについては、MKK 活動対象集落での住民との協議を視察した結果、住

民は公園内に居住していることについて、住民自身では効果的な対策を見出すことができない状

況にあり、国立公園職員やプロジェクトになんらかの協力を求めていることが確認できた。現時

点では、地域住民や地方行政機関などのステークホルダーと公園の協働管理を行うこと以外に、

公園内周辺地域居住地に対応する方策は見当たらない。以上のことから、協働管理に向けたプロ

ジェクトの方向性は、利害関係者ニーズに合致している。 

 

（2） 有効性 

プロジェクト実績に対する評価結果に基づき活動とアウトプットの達成度をみる限り、プロジ

ェクト中間時点において、次の３点の理由で、プロジェクト目標の達成は見込まれる。まず、プ

ロジェクト目標の達成度についてであるが、PDM(Ver.01)上の指標からは、明確な達成度はわかり

にくいが、アウトプット達成に寄与する具体的な成果が確認されていることから、プロジェクト

活動が継続して行われることで、本プロジェクト終了時までには成果を達成しプロジェクト目標

の達成に貢献すると判断される。次に、プロジェクト目標に対する成果の貢献という観点からみ

ると、アウトプット 1-1 から 1-5 及び 2 は、「生物多様性保全」や、「持続可能な自然資源の利用」、

並びに「関係者の能力向上」など、プロジェクト目標に直接貢献する要因を含んでいる。よって、

アウトプットの成果達成によりプロジェクト目標は達成されることが見込まれる。最後に、外部

条件という観点からであるが、PDM(Ver.01)上ではアウトプットに対応する外部条件は特に記載さ

れていないことから、プロジェクト目標の達成に問題はないと判断される。 

 

（3） 効率性 

プロジェクトの投入、活動、及びアウトプットの実績状況より、プロジェクトの効率性につい

ては、次の点で中程度と評価される。まず、活動とアウトプットの実績については、タスクフォ
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ースチーム（Working Team Unit）/活動実施チームの形成とチームによる活動は継続的に行われ

てきた。また、短期専門家を多く投入する代わりに現地関係者の協力を得ることで現地人材の有

効な活用ができた。さらに、GHSNP 自身の取組みとも一致し、現地資源を最大限に活用すること

ができた。次いで、インドネシア国による投入については、投入実績によると、不安定な C/P の

配置はプロジェクト活動の進捗に影響を及ぼしたが、インドネシア側からの投入は適切であった。

また、聞き取り調査の結果から、国立公園職員（本部、地域部、駐在署）の活動に対する高い意

識や積極性を確認できており、これらはプロジェクトの効率性を上げる要因となることが思料さ

れる。 

 

（4） インパクト 

GHSNP は現在、インドネシア国の 21 のモデル公園の一つに選定されており、生物多様性保全や

持続可能な自然資源の利用を目指した国立公園管理において、有用な経験、知識、管理手法など

を他の国立公園と共有、波及されることが期待されている。特に、当プロジェクトが焦点を当て

ている MKK 活動及び協働公園管理に関する活動は、最も有効な考え方である。一方、現在プロジ

ェクトはモデル地域を設定しており、優先的な活動を行うことによる住民間でのねたみや衝突（社

会・文化面における地域社会への負のインパクト）が危惧されている。これまでの合意形成の過

程における、住民との協議（対話）による社会的準備（協働認識調整）を継続的に行いながら、

地域社会への負のインパクトを配慮する対策が重要であると思料される。 

 

（5） 自立発展性 

本評価調査において、制度面、財政面、及び技術面における自立発展性の期待できる複数の要

因が見出されていることから、プロジェクトの自立発展性の見通しは高いと判断される。 

まず、制度面については、この GHSNP 管理計画作成は、ドラフト作成の段階まできており、GHSNP

並びにプロジェクトにとっても多くのステークホルダーの連携との協力を促すものであるため、

制度面の貢献要因の一つといえる。さらに、現在、GHSNP は、インドネシア国の中でモデル国立

公園に選定されていることも今後の自立発展性を確保するための貢献要因である。 

次に、財政面については、特に、地方自治体（県政府）との協働管理に対する体制が構築され

ており、県の予算を MKK 及び他のプロジェクトアウトプットの関連活動に割り当てることを予定

している。合計約 10,180,792,000Rp.（130,212,000 円）がインドネシア国政府から配分されてお

り、どの程度がプロジェクト運営費用に相当するかの資料等は存在しないものの、公園予算の確

保が認められている。 

技術面については、プロジェクトでは、情報システム、希少種保護のためのモニタリング活動

など、幾つかの重要な活動が継続されている。特に、MKK 活動と地方自治体との協働公園管理計

画は、大きな貢献要因となり得る。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1） 計画内容に関すること 

ア プロジェクト活動の中で、MKK の住民に対する協働認識調整、県職員との協力関係の構築、

及び国立公園（本部、地域部、駐在署）職員との活動等、地域に根ざした活動は、生物多様性

保全や自然資源利用など地域の実情を反映した課題（例えば違法伐採や公園管理における人為

的要因が大きく影響していること、またそれらの地域社会での解決策の検討など）に気付いた

ことは、現状に即した国立公園管理のあり方や管理計画策定の助けになるものであった。特に、

MKK など地域住民、インドネシア政府及び地方自治体に対し、今までの閉鎖的な管理から住民

やステークホルダーを巻き込む協働管理の必要性を認識させた経緯は、正の（社会）変化を促

す重要な要因となり得る。 

 

イ MKK 活動地域社会に残るその地域の伝統的知識は、自然資源の変化を測定する手段の一つと

なり得る。このような地域の既存の伝統知識などローカルリソースは、プロジェクトの各種調

査研究による情報の蓄積とデータシステム整備と併せて重要な貢献要因となる。 

 

ウ 制度面、財政面、及び技術面における自立発展性の確保が確認されていることは効果発現を

促進する重要な要因である。 
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（2） 実施プロセスに関すること 

ア JCC の開催は少なかったものの、プロジェクト活動を説明する各種セミナーの継続的な開催

により、インドネシア政府、国立公園との協力体制が強化されつつある。 

 

イ MKK などプロジェクト活動実施チームによっては、スケジュールどおりに活動が実施されて

おり、各々の活動実施チームによる活動の成果は確認されているため、プロジェクト実施にお

ける運営力や積極性は十分にあると判断される。さらに、投入の質、量、時機は適切に行われ、

且つ、C/P 及び本部、地域、駐在署レベルの国立公園職員からプロジェクト活動や職務への高

い意識や積極性が確認された。これらのことから、インドネシア側の支援やオーナーシップ（プ

ロジェクトと共に協力し、課題に取り組もうとする積極性）が醸成されているといえる。総じ

て、本協力をとおし、インドネシア政府、国立公園、並びに地方政府との連携の強化から効果

発現が期待される。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1） 計画内容に関すること 

プロジェクトの実施プロセスや取り組みについての構想図、及び説明資料が作成されており、

各セミナーやインドネシア政府、国立公園に対して説明されていることからも、計画内容に対し

て、特に問題はないと判断される。 

 

（2） 実施プロセスに関すること 

ア プロジェクトと C/P との間で効果的なコミュニケーションが十分に行われなかった点は、C/P

の継続的な配置が無いことへの改善がとられなかったこと、プロジェクト進捗の遅延について

対応が遅れたことなどと並んで、プロジェクトの効率性に影響があった。今後、コミュニケー

ションを十分とることで、プロジェクトの効率化を高めることが期待される。 

 

イ 活動レベルにおける優先付け、活動地域の共有、並びに情報の共有など活動計画の見直しに

より、各々のプロジェクト成果の相乗効果を上げられることが期待される。本評価調査 JCC に

おいて、PO の改訂が提言されており、改訂後には、より効果的且つ効率的な目標の達成が見込

まれる。 

 

ウ プロジェクト活動の進捗の遅延はところどころ見られたが、活動は継続的に行われており、

各々の活動の成果は、文書、調査研究報告書、データリスト、活動の経緯、協議記録や議事録

などで確認できた。しかしながら、プロジェクトの有効性を明確に提示するしくみが弱かった

ため、プロジェクトアウトプットの達成度を基にプロジェクト目標の見込みを評価することは

困難であった。今後、事業モニタリングが強化されることで、プロジェクト目標の達成度をよ

り明確に提示できることが期待される。 

 

３－５ 結論 

プロジェクトの投入・活動実績、アウトプット・プロジェクト目標の達成度、実施プロセス、

及び評価 5 項目の観点から、質問票、インタビュー、グループディスカッション、プレゼンテ

ーションなどの結果に基づいて、評価を行った結果、活動の実施は必ずしも計画通りに進んで

おらず、全体として進捗に遅れは見られるものの、アウトプットの達成に向かって少しずつ成

果をあげつつあることが明らかとなった。 

 

特に、PDM 上のアウトプット 1.1「国立公園管理の枠組み策定」や 1.4「住民参加型活動支援」

などでは、公園管理計画策定や、住民や地方自治体との協働で具体的な成果をあげつつあると

判断された。結果として、本調査を通じて、プロジェクト期間終了までの約２年間でプロジェ

クト目標を達成するために必要な対策を講じるとともに、終了後の自立発展性を確保する必要

があることが関係者間で認識された。これらの評価結果に基づいて、以下の提言を行うととも

に、JCC において、PDM の改訂が承認された。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
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（ア）公園管理について 

昨今の林業大臣令発布や公園の現状に鑑みて、従来の「閉鎖型公園管理」から、住民や地

方自治体との協働による「協働型公園管理」に転換していくことの重要性について提言を行

った。 

 

（イ）プロジェクト終了に向けて 

2 年後のプロジェクト終了後も自立発展性を確保するための出口戦略として、プロジェク

トと公園主体で実施する活動の役割分担を行うことを提言した。 

 

（ウ）NCIC（自然環境保全情報センター）の位置づけについて 

C/P 機関とはなっているが、実際の活動上の位置づけが曖昧になっている NCIC について、

その役割と機能の明確化について提言を行った。 

 

（エ）コミュニケーションの強化について 

プロジェクトにおいて、C/P 側の体制の影響もあり、日本人専門家と C/P とのコミュニケ

ーションが十分でなかった点が、プロジェクト進捗に影響を及ぼしている点が明らかになっ

たため、定期的なミーティング等を行うことによる、コミュニケーション強化の重要性を提

言した。 

 

（オ）PDM 改訂と PO の修正について 

公園の協同管理体制を重視した優先順位付け、プロジェクト終了後を見越した公園側本来

業務との役割分担、そして指標の明確化を行った改訂 PDM を示し、JCC で承認された。また、

2007 年 2 月末までに、この改訂 PDM に対応させる形で PO の修正を行うことを提言した。 

 

３－７  フォローアップ状況 

（1） 専門家の交代：  

チーフアドバイザーについては 1 月末、業務調整については 3 月末、そして住民参加型活

動支援については 5 月末で、順次交代になるため、その継続性を確保する必要がある。 

 

（2） PO の見直し： 

合同評価レポートの提言に記載のとおり、2007 年 2 月末までに改訂 PDM に添った形で、PO

の見直しが行われる必要がある。 
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